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年次決算に特化した財務分析の最高峰。
弥生会計のデータを直接読込むことで、
短時間で付加価値の高い、決算分析報告書を作成。
決算分析と同時に次年度の
財務コンサルティングを徹底サポート。
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年次決算分析資料作成ソフトウェア for 弥生会計

価格戦略及び利益感度分析で利益をシ
ミュレーション。次年度の利益・資金をシ
ミュレーションします。

次年度シミュレーション
価格戦略による粗利益シミュレーション
利益感度分析による利益シミュレーション
次年度の利益・資金シミュレーション記入表

P.28 シミュレーション

P／L、B／S、キャッシュフロー、資金別貸
借対照表の主要項目と概要を自動で文
書にします。

決算分析コメント
業績コメント

自動コメント作成機能

P.26 業績コメント

中小企業の「中小企業実態基本調査」
のデータを使った同業種との比較分析
です。同業種の指標値を標準とし、標準
比較ができます。

中小企業実態基本調査による同業種比較分析
同業種比較財務諸表構成図
中小企業実態基本調査による財務分析体系図
中小企業実態基本調査による生産性比較分析
収益性・安全性・生産性の分析評価

「中小企業実態基本調査」による
同業種比較分析

P.20 同業種比較分析

●収益性・安全性・生産性を比率及び
実数で分析し、時系列で比較します。
年度毎に改善されているかどうか、
各指標の趨勢を見ます。

●レーダーチャートで目標のベンチマー
クと比較します。

損益分岐点により利益構造を把握し、
ストラック図で戦略的に経営を考えます。

資金について、様 な々角度から分析します。
どこに手を打てば資金が安定し、キャッシュ
を増やすことができるか分析します。

資金会計分析

損益分岐点分析
変動損益計算図表

キャッシュフロー分析グラフ
運転資金回転期間分析グラフ
資金別貸借対照表グラフ・資金格付表

損益分岐点分析

比率分析・実数分析
損益計算書構成図
比較貸借対照表構成図
財務諸表比較図（投資効率・回転率）
生産性分析
収益性・生産性・安全性レーダーチャート

P.10 分析グラフ

財務諸表を経営に活かすために組み替
えて作成した帳票です。利益とキャッシュ
の関係を明確にし、戦略的会計を実現す
るための帳票です。

基本財務諸表は分析の基になる財務諸
表です。3期分の財務諸表を時系列で比
較することで、自社の財務状況と問題点
を把握します。

分析財務諸表

比較財務諸表

要約財務諸表関連図
比較変動損益計算書
資金別貸借対照表
資金別貸借対照表（年度比較）
部門比較変動損益計算書

比較損益計算書
比較製造原価報告書
比較キャッシュフロー計算書
比較貸借対照表（要約）
比較貸借対照表（資産の部）
比較貸借対照表（負債・純資産の部）
部門比較損益計算書

　P.05 財務諸表
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年次決算に特化した財務分析の最高峰。
弥生会計のデータを直接読込むことで、
短時間で付加価値の高い、決算分析報告書を作成。
決算分析と同時に次年度の
財務コンサルティングを徹底サポート。

Professional
 Account Software
 KESSAN-SANBO

年次決算分析資料作成ソフトウェア for 弥生会計
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これが
「決算参謀」の
先進性！

決算分析資料で決算書の付加価値を大幅アップ
弥生会計のデータで財務コンサルティングをサポート ！

月次決算に「会計参謀」、年次決算に「決算参謀」を活用することで財務コンサル
ティング業務を推進し、顧問先の経営を徹底サポートします。「会計参謀」は主に
月次推移による業績把握と財務分析、また決算に向けてのシミュレーションを行
います。「決算参謀」は年度ごとの比較分析や中小企業庁の「中小企業実態基本
調査」による同業種比較分析を行い、様々な手法で次年度の経営戦略を練って
いきます。参謀役シリーズは経営状況を素早く把握するために財務データの視覚
化を実現しており、会計事務所の皆様から顧問先に喜ばれると大評判です。

毎月の財務コンサルティングは「会計参謀」を使って
経営を徹底サポート。決算時は、「決算参謀」で
財務分析と次年度の戦略を練っていきます。
２つのコンビネーションで顧問先の
財務コンサルティングを徹底サポート！

年次決算

決算書の付加価値を
確実にアップします。

決算料以上の
顧客満足度を

与えることができます。

中小企業庁
「中小企業実態基本調査」の

データを使用し、 業種別・階級別で
同業種との比較分析が行えます。

※データ出所：中小企業庁
「令和2年中小企業実態基本調査報告書」

過去の分析だけでなく、
価格戦略や利益及び

資金計画など未来会計に使える
ツールを備えており、

財務コンサルティングを推進します。

弥生会計から3期分の
決算データを取り込むだけで、
　手間も時間も掛けずに
報告書を作成できます。

自動コメント作成機能があり、
文章作成が苦手な職員でも

楽にコメントを
書くことができます。

弥生会計のデータファイルを直接読み込み！弥生会計のデータであれば、
直接読み込みが可能！

月次決算
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高額な決算料に見合う価値を顧問先へ提供できていない。
税務申告だけの決算書では顧客満足度に限界があり、
決算料の低価格化が進んでいる。

決算参謀では

決算参謀では

決算参謀では

決算参謀では ※データ出所：中小企業庁「令和２年中小企業実態基本調査報告書」

企業の決算報告時は、決算書作成や税務申告に手間をとられて、決算分析まで手が
回らないのが現状ではないでしょうか。◎月次決算の資料は作成しているが、年度毎
の分析も月次分析と同じ内容になってしまう。◎新たに資料を作成するにも、何を提供
してよいか分からないなど。本来、月次と年次では分析するポイントが変わってきます。
1年の企業活動の総決算である年次の場合は、学校の通信簿のように業績（成績）を
評価することが中心になります。そこで、評価する基準や偏差値が必要となります。

弥生会計の事業所データを直接読み込むことで、短時間
で付加価値の高い決算分析報告書を作成することが可能

です。また、中小企業庁がデータを編集している「中小企業実態基本調査」の
データを使って、評価をしていきます。これにより、自社の決算書が同業他社と比
較して、どこが強みでどこが弱みかを知ることができます。

会計ソフトの進化により会計事務所が顧問先へ提供する決算書作成や申告書作成等の作業価値が下がっています。従来のように税務署へ
提出する決算書を作成しただけでは、顧問先が高い決算料に納得してもらえないようになっています。このため、会計事務所業界では決算
料の低価格化が進む傾向にあります。この状況を打開するために、参謀役シリーズの「決算参謀」は、顧問先へ新たな付加価値を提供する
ツールとして開発されました。決算時に手間をかけずに財務分析報告書を作成することができ、優れた分析内容で経営状況の把握と次年
度の財務戦略を立案できるようになります。「決算参謀」は、会計事務所が顧問先へ提供する決算業務の付加価値を大幅にアップします。

中小企業のほとんどが、税務申告のためだけに決算書を作成します。このため、税務
署が求める会計規則にそった形式の財務諸表が必要となり、市販の会計ソフトもそこ
に主眼をおいて設計されています。このため、会計事務所に高い決算料を支払って
作成している決算書なのに、経営に役立てることができていません。これは、決算書が
税務署提出用になっていて、経営のための決算書となっていないためです。

損益計算書を分解して戦略的会計ができる変動損益計
算書に組み替えます。また、貸借対照表を組み替え資金

が見える資金別貸借対照表を作成し、真に経営のためになる分析資料へと変
換します。経営者が直観的に自社の状況を理解し、どこに手を打てば良いか
見えるような資料を作成することができます。

経営者は決算の説明を受けている時は、なんとなく理解できていても、後で決算書
を見ると、どこがポイントであったのか分からなくなることが多いようです。会計事務
所が年に1度の決算書に財務状況のコメントを記載することは経営者の理解度を
高めるために大切なことだと思います。しかし、経営状況のコメントは手間がかかり、
職員のスキルにも依存するため、なかなか徹底することができないものです。

財務状況コメントを定型文で自動作成する機能がありま
すので、コメントを書き始める一歩を押してくれます。自動作

成された文章を追加編集するだけで、短時間でコメントを作成することが可能
になります。年に1度の決算時に会計事務所からの決算コメントは、付加価値を
上げると同時に経営者が自ら数字を読むためのスキルアップにもつながります。

同業他社と比較をするだけでなく、どこに問題があるのか、
カギを見つけることができます。収益性・効率性・安全性に

は比率分析を使い同業種と比較し、生産性には適正人員で生産活動が行われ
ているか、実際の同業種の実数を使い、1人当たりの金額に換算して比較分析
を行います。比率と金額の両方から同業他社のどのあたりに属しているかを知
ることができ、問題点を特定することが可能になります。

同業種との比較分析をしたいが、同業他社のデータを閲覧して分析するのにも手間
がかかります。また、毎年指標が更新されるために、資料を収集するのに手間がかかり
ます。また、会計ソフトから出力された決算書と収集したデータを合わせて、別に分析
資料を作成しないといけない不便さもあります。

税務署提出用の決算書を開くと、最初に貸借対照表が出てきます。経理に詳しくな
い経営者は、報告を受けるときに、いきなり貸借対照表から説明を受けても、理解
に苦しみます。最初の段階で、決算書を見るのが嫌になるような説明をしているのに
問題があります。決算書は貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書の順番
でそれぞれ別々に説明されるのですが、本質的に簿記の原理原則から見ると、3表
は1体の帳票であることがわかります。要は、順番を選んで関連づけて説明をすれ
ば良く理解できるということです。

財務諸表関連図表を使うことにより、順序立てて説明するこ
とができるようになります。損益計算書で、1年間の業績と利

益を把握し、キャッシュフロー計算書でその利益がどのような要因でキャッシュを
増減させたか、利益とキャッシュの関係を説明し、その実態を貸借対照表の増減
で理解してもらい、最終的な財政状況を把握してもらう流れが作られます。また、
最終的に貸借対照表を組み替えて資金別貸借対照表を作成し、「どこに手を打
てばキャッシュが増えるか」のシミュレーションを可能にし、経営者と一緒に未来
を考える場をつくります。

数字が苦手な経営者に解りやすく
決算書を説明できていない。悩み

決算参謀では

決算書のコメントを書きたいが、
職員のスキルにばらつきがある。悩み

決算書と申告書作成に手間を取られ、
分析資料まで手が回らない。悩み

同業他社と比較分析をしたいが、
資料のデータ化・毎年のデータ更新に
手間がかかるのでできない。

悩み

税務署へ申告書添付資料としての
決算書は、中小企業の経営に
活かすことができない。

悩み

「決算参謀」は
従来の年次決算の

問題・悩みを
解決します！
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3期比較の財務諸表を作成できます。財務諸表を取り込むことにより、勘定科目名を弥生会計から
取得することが可能です。弥生会計の売上原価に複数存在する期首及び期末棚卸高をそれぞれ
1つに集約しているのと、製造原価が存在する場合に、材料費、労務費、製造経費、仕掛品増減を損益
計算書に合計で表示することにより、複雑な試算表をシンプルかつ明快にします。また、L字フォームを
採用することで、集計行が分かりやすくなっています。

比較財務諸表     （損益計算書・製造原価報告書・キャッシュフロー計算書、貸借対照表）
弥生会計の事業所データより、３期分の決算時の財務諸表を取り込み、
見やすい帳票に変換します。

決算書3期比較で業績の
推移を把握します。

L字型帳票の採用に
より集計行が見やす
くなります。

科目設定で人件費に
設定された科目が表
示され人件費合計
行が追加されます。

ライトグリーンの罫線と
網掛を採用しているため、
数字が見やすくなります。

財務諸表の説明順番について
経営者が最も見たい帳票が1年間の業績報告である損益計算書です。次にキャッシュが
どれだけ増えたか、そして、資産と負債及び財政状況がどうなっているか？という順
番になります。このため、財務報告は①損益計算書②キャッシュフロー計算書③
貸借対照表の順番で行います。損益計算書で業績を報告し、キャッシュフロー計算書を
使い利益とキャッシュの関係を説明し、貸借対照表の増減でキャッシュフローの増
減項目を説明し、結果である現在の財政状況を貸借対照表の残高で説明します。

弥生会計の売上原価に複数存在する期首
及び期末棚卸高をそれぞれ1つに集約して
いるのと、製造原価が存在する場合に、材
料費、労務費、製造経費、仕掛品増減を損
益計算書に合計で表示することにより、複
雑な試算表をシンプルかつ明快にします。

①損益計算書（製造原価報告書）

②キャッシュフロー計算書

③貸借対照表

1年間の業績報告

利益と現金の関係

結果である現在の財政状況

貸借対照表の増減額で
キャッシュフロー項目の説明
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貸借対照表の増減
額を、キャッシュフロ
ー計算書の増減項目
と関連づけることによ
り、キャッシュの増減
の原因と財政状況の
変化を把握します。

キャッシュフロー計算
書の現金増減額と、
比較貸借対照表の
現金増減額が一致
しているので、その他
の貸借対照表勘定
科目の増減がキャッ
シュに影響している
ことが分かります。

損益計算書の利益とキャッシュ
フロー計算書の利益が一致して
いることで、利益がどのような要
因によって最終的なキャッシュ
の増加（減少）に至ったか把握
します。

財務諸表3表を
要約して関連づ
けることで経営の
全体像が見えて
きます。

損益計算書により１年間の業績を把握し、その結果である利益がどのような要因でキャッシュを増減
させたか、キャッシュフロー計算書で把握します。また、貸借対照表の勘定科目の増減額とキャッシュ
フロー計算書の増減項目の関連を見ることにより、現在の財政状況に至る原因を把握することができ
ます。年間でどれだけ利益を出し、どれだけキャッシュを増加させたのか1つの表で見ることにより、
バランスの取れた経営になっているかチェックします。

財務諸表を要約！P／L、B／S、キャッシュフロー計算書の
3表を1つの表として関連づけることにより、経営の全体像が見えてきます。
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要約財務諸表関連図

上段の損益計算書から、帳簿上の利益を把握し、中段のキャッシュフロー計算書
により、その利益がどのような要因により、最終的にキャッシュがどれだけ増減し
たか把握します。下段の貸借対照表では、期首残高と期末残高の増減額が表示さ
れています。一番上の現金の増減額はキャッシュフロー計算書の現金増減額と一
致するため、それ以外の増減が、キャッシュにどのように影響したか、中段の
キャッシュフロー計算書の増減項目と照らし合わせて説明します。顧問先から
「会社の利益はどこにあるの」と質問されても的確に説明できるようになります。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
以
外
の

B
/
S
増
減
額
と

C
F
の
増
減
が
一
致

●財務諸表を一体として見ると経営が見えてきます。

キャッシュ以外の
B／S増減額

キャッシュフロー
増減額

損益計算書
収入̶費用

キャッシュフロー計算書

当期利益

当期利益

キャッシュ増減

キャッシュ増減

キ
ャ
ッ
シ
ュ
の

増
減
が
一
致

利
益
が
一
致

貸借対照表の
期首残高

貸借対照表の
期末残高

顧問先へのアドバイスポイント

次
年
度
シ
ミ
ュレ
ー
シ
ョ
ン



07

固定費を人件費、そ
の他経費、金利、戦略
費に分類し、維持経
費と、戦略経費がある
ことを経営者に認識
してもらいます。

損益計算書を売上高、
変動費、固定費に組
み替えます。

比較変動損益計算書

 

基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

顧問先へのアドバイスポイント

損益計算書の売上原価の中に労務費等の固定費が存在するケースや、販売管理費に外注加工費などの
変動費が存在することがあります。そのような損益計算書では、いくら売上が増えるとどれだけ利益が増える
か計算できません。変動損益計算書は、損益計算書の科目を、売上高に連動する経費を変動費とし、
連動しない経費を固定費に組み替えます。また、固定費を人件費、金利、戦略費、その他固定費に分解し、維持経費と戦略経費を分類
します。変動損益計算書を活用することで、どこに手を打てばどれだけ利益が増えるか計算できるようになり、戦略的会計を実現します。

損益計算書の勘定科目を売上高・変動費・固定費に分解し、変動損益計算書を作成します。
変動損益計算を作成することで戦略的会計を実現することが可能になります。

売上に連動する経費
（変動費）と連動しな
い経費（固定費）に
分解して組み替える

固定費を、人件費・
経費・金利・戦略費
に分け、「維持経費」
と「戦略経費」を明
確にする。

損益計算書

経常利益は一致

売 上 高

売上原価

売上総利益

販売管理費
及び

一般経費

経常利益

売 上 高

変 動 費

粗 利 益

人件費

固
定
費

販
売
管
理
費

経　費

金　利

戦略費

経常利益

変動損益計算書

損益分岐点分析とストラック図表の基になる帳票です。損益活動は、
収入を増やし、固定費を下げ、利益を最大にすることです。固定費は
大きく分けて維持経費と戦略経費に分かれます。
維持経費は節減経費となり、戦略経費は未来の
売上増加のための経費であるため区分すること
が大切です。戦略経費を積極的に使っているか
どうかもアドバイスのポイントになります。

次
年
度
シ
ミ
ュレ
ー
シ
ョ
ン



基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

「損益資金」とは、会社が経営活
動で生み出しできたお金である。

「固定資金」とは調達した長期資
金と会社が投資してきたお金と
のバランスの差額。

「売上仕入資金」とは売上回収サ
イトと仕入支払サイトの差による
資金。

「流動資金」とは、短期の資金調
達と資金運用の差額です。安定
資金がマイナスの場合は必ずプ
ラスになります。現金はマイナスに
できないので短期の資金でつじ
つまを合わせることになります。

「安定資金」とは短期資金に頼ら
ない、比較的安定した資金。会
社の実力が分かる部分。ここが
マイナスの場合は危険度が高い。

●損益資金からここまで通算し
た資金（損益資金 + 固定資金 + 
売上仕入資金）が、比較的安定
して使える会社の現金です。この
額を「安定資金」といいます。「安
定資金」がマイナスである場合は、
現金をマイナスにはできないため、
次の流動資金を使って、つじつ
まを合わせることになります。この
ため、流動資金は必ずプラス（短
期借入などから調達）になり不安
定な状態を意味します。

損益資金、固定資金、売上仕入資金、流動資金の
合計が現在の現金となります。損益資金と比較して
儲けたお金をどれだけ現金で残せているかを見ます。

短期資金の調達と運用の状況

資金調達から資金運用を差し引
いた金額で各資金の部のお金の
状態を表わす。

過去から繰り越してきた利益剰余金と当期の利益が、企業活動を通して稼いだお金に
なります。しかし、経営活動の中で様々な要因により、手元に残るお金は少なくなってしま
います。資金別貸借対照表は、どのような要因で現在の現金預金の残高に至っているか
教えてくれます。また、どこに手を打てば資金が増えるかも教えてくれる資金分析表です。

資金別貸借対照表により創業時から稼いできたお金と、
現在の現金預金に至る理由が分かります。

資金別貸借対照表

次
年
度
シ
ミ
ュレ
ー
シ
ョ
ン
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資金別貸借対照表は、損益計算書と貸借対照表を１つにし、表示位置を
組み替えた表です。1年間のキャッシュの流れを把握できるキャッシュフロー
計算書に加え、新たに資金別貸借対照表を使えば創業時から稼いできた
お金が、どこで使われて現在の現金預金の残高になっているのかを把握
でき、どこに手を打てばキャッシュが増えるかを教えてくれます。
稼いだお金(損益資金）をそのまま現金で残したいところですが、儲けに関係
ない固定資金の部、売上仕入資金の部、流動資金の部に影響を受け、
実際の現金預金の残になります。現金の増える要素は、右側の列の「資金
調達」で、現金の減る要素は、中央の列の「資金運用」ですので、資金調達側
を増やして、資金運用を減らすと現金預金が確実に増えることになります。

顧問先へのアドバイスポイント

稼いだお金がど
こで使われて現
在の現金預金の
残になっている
か把握します。

（資金調達）（資金運用）（調達̶運用）

短期借入金

流動負債流動資産流動資金

仕入債務売上債権売上仕入資金

固定負債

資本金等固定資産等固定資金

過去の利益剰余金

売上・収入経　費損益資金稼いだお金

現金預金
10,00010,00010,000

基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

資金調達項目で増加すると資金が増加する科目。

創業時から前期までに稼いできたお金。

●上段の損益資金の部では、過去の利益である
利益剰余金（当期利益を含まない）に現金の増
減を伴わない引当金等を調整します。ここまで
の金額「差繰越損益等」が創業時から前期ま
でに稼いできたお金となります。

当期の損益計算書。当期に稼いだお金。

●損益計算書の部分が表示されます。「差繰越
損益等」に当利益を合計したところが、「損益資
金」となり、会社が創業時から当期までに稼ぎ
出したお金となります。

長期資金調達と投資の状況。

●会社の投資と資金調達のバランスを見る「固定資
金」です。資金運用側は、現在投資されている
在庫、設備、投資などが表示されています。これ
に対し、資金調達側では長期借入金等の固定
負債と資本金や資本剰余金など長期に使える
お金です。この固定資金がマイナスの場合は、
投資に長期資金以外の他の資金を使用して
いることになります。

売上と仕入による運転資金の状況。
●「売上仕入資金」は、回収と支払のサイト差が、
　どれだけ資金に影響を及ぼしているか見ます。
　資金調達側（仕入債務）が多ければプラスとなり、
　運用（売上債権）側が多ければマイナスとなります。

資金と資金増減項目を時系列（3期分）
で比較し、問題点を把握します。

年度増減額を表示することで現金増減要因を明らかにします。

年度比較

資金別貸借対照表を時系列に並べて表示したものです。年度
毎の現金預金がどのように推移して、どこが現金預金の増減に影
響を及ぼしたか把握するのに最適です。
損益資金は増えているか？安定資金は増えているか？流動資金
に頼っていないか？年度を追ってチェックしていきます。

顧問先へのアドバイスポイント 次
年
度
シ
ミ
ュレ
ー
シ
ョ
ン

年度増減
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設定したベンチマークに対
して、10段階のどの場所に
位置しているのかレーダー
チャートで把握します。収益
性、生産性、安全性の各指
標がバランスよく達成でき
ているか確認します。

3期分の分析値をレー
ダーチャートに表示する
ことで、どのように変化
してきたか把握します。

各分析項目の計算式
を表示することにより、
指標の意味を理解す
ることができます。

3期分の収益性、
生産性、安全性の
各指標の推移を
時系列で確認し、
目標値に向けて
改善されているか
チェックします。

設定した目標値を
表示します。顧問
先ごとに目標値の
設定ができるので、
経営者のモチベ
ーションを上げる
ことができます。

顧問先へのアドバイスポイント

基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

収益性、生産性、安全性のバランスがとれているかレーダーチャートを使って把握します。顧問先別にベン
チマークを設定することが可能であるため、適切な目標設定で評価をすることができます。
各分析指標の最高値と最低値を設定することにより、評価の幅を10段階に分割し、指標がどの位置にあ
るか見ます。自社の目標を意識することで財務体質が改善されます。

レーダーチャートで収益性、安全性、生産性のバランスが
取れているかベンチマークを設定し分析します。

収益性・生産性・安全性レーダーチャート

比較方法

時系列比較

ベンチマーク比較

標準比較

自社の年度においての比較

目標値（基準点）との比較

同業種の標準と標準比較

3期比較分析 等

収益性・生産性・安全性
レーダーチャート 等

中小企業実態基本調査
による同業種比較分析 等

内　容 帳　票

次
年
度
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

比較分析の主な手法は、時系列比較
（年度比較）、標準比較（同業種比較）、
ベンチマーク比較（目標値比較）があり
ます。比率分析レーダーチャートは自社
の目標値を設定するベンチマーク比較
であり、適切な目標値を決めて経営改
善を図っていきます。
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2期分の損益分岐点図表を
表示します。損益分岐点売
上高と実績売上高の位置
を図表で把握します。

損益分岐点分析の各金額
と比率を表示し、年度ごとの
趨勢を矢印で見ていきます。
固定費を下げ、または、限界
利益率を上げることで、損
益分岐点売上高を下げるこ
とができます。売上高を増加
させることと損益分岐点売
上高を下げることが、安全
余裕率を改善するポイント
になります。

損益分岐点比率及び安全余
裕率で評価し格付けします。

各分析項目の計算式と意味
が表にまとめられているので、
分析の理解度を高めます。

変動損益計算書により分解された、売上高、変動費、固定費から損益分岐点分析を行い損益の安全度を
評価します。損益分岐点比率及び安全余裕率は、粗利益率の影響を受けないため、どのような業種でも
同じ基準で評価できます。損益分岐点比率及び安全余裕率で損益の安全度を求めて格付けすることに
より経営改善を図ります。

損益分岐点分析により損益分岐点比率及び
安全余裕率で会社の実力を評価します。

損益分岐点分析

顧問先へのアドバイスポイント

基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

損益分岐点売上高を下げる努力と、実績売上高がどれだけ損
益分岐点売上高を上回ることができるかで、安定して利益を出
せる利益構造をつくることができます。3期分の各損益分岐点分
析項目の推移を把握し、損益分岐点比率及び安全余裕率によ
り格付けします。経営環境が激変する現在では、売上高の増減
も大きくなるため安全余裕率は20％以上欲しいところです。

安全余裕率
(高いほど良い）

損益分岐点比率
売上に対する損益
分岐点の比率
(低いほど良い）

実　績
売上高

損益分岐点
売上高

●損益分岐点比率と安全余裕率

次
年
度
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
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顧問先へのアドバイスポイント
運転資金を考える上で大切なことは、商品を仕入れて販売し、
実際の現金になるまでの日数と、仕入れた代金を払うまでの
日数とのバランスを見ることです。棚卸資産＋売上債権より仕
入債務が少ない場合は、差額の運転資金が必要となります。
逆に仕入債務が多い場合は、実際の利益より資金が増加す
ることになります。
※（棚卸資産回転期間及び仕入債務回転期間の日数は必要運転資
　金を計算するため、売上金額を基準に計算しています。）

基
本
財
務
諸
表

分
析
財
務
諸
表

比
率
分
析・実
数
分
析

損
益
分
岐
点
分
析

資
金
会
計
分
析

同
業
種
比
較
分
析

決
算
分
析
コ
メ
ン
ト

販売活動の回転期
間を3期比較グラフ
で分析します。どの
回転期間が長くなっ
ているか項目別に把
握します。

売上債権、棚卸資
産と仕入債務のバ
ランスでどれだけ運
転資金が必要か面
積で表します。
必要運転資金が右
側に表示される場合
は、売上債権と棚卸
資産の合計額が仕
入債務の金額より
大きい場合で、その
分、運転資金が必
要となります。左側に
剰余金として表示さ
れる場合は、サイト差
により実際の利益よ
り資金が剰余してい
ることを表します。

売上債権回転期
間及び受取手形
回転期間は割引・
裏書手形を含まな
い日数と含む日数
をそれぞれ表示し
ます（A、Bで区分）。

各項目の計算式と
3期分の回転期間
が表示されます。必
要運転資金が大き
い場合は、どの部
分が資金を圧迫し
ているか調べます。

運転資金回転期間分析グラフ

キャッシュフロー計算書の営業キャッシュフローに大きく影響を与える、運転資金によるキャッシュの増減を、回転期間
（日数）によって分析します。売上債権、棚卸資産、仕入債務のバランスにより運転資金がどれだけ必要（剰余）なのか、
日数と金額で把握します。滞っている売上債権や過剰在庫がないか時系列で比較し、それぞれの推移を見て解析し
ます。運転資金の構造を変えることで、資金を増やすことができないか分析します。

運転資金を徹底分析！
仕入、在庫、回収のバランスを比較し、問題点を把握します。

運転資金の増減が、
キャッシュに影響する
ことを理解してもらい
ます。

●運転資金の増減額

売上債権

棚卸資産

仕入債務

必要運転資金

次
年
度
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
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顧問先へのアドバイスポイント
上段は資金別貸借対照表で計算された資金の増加要因と減少要因をグラフで表示します。
資金減少側の左下に、差額の現金預金が表示されます。資金調達側に現金預金より多い流動
資金があると、安定資金がマイナスであることを意味します。安定資金がマイナスなので流動資
金から調達して、現金預金の残高をプラスに戻したことになります。また、損益資金が資金減少
側にある場合は、利益剰余金がマイナスであることを意味します。下段の資金調達レベルにつ
いては、資金別貸借対照表の損益資金を除く資金運用側の合計をどの段階の資金調達でま
わしているか調べます。調達レベルは、損益資金、資本金等、売上仕入資金、長期借入金等、短
期借入金等、超短期資金の順番になり、後者になるほど、リスクが高く格付けが低くなります。
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資金別貸借対照表の資金の増
加要因と、減少要因を図表で表
したものです。増加要因と減少
要因の面積の差額が、現金とな
り、必ず左側に存在します。

右側が資金の調達手段で、左側
は会社が運用しているお金と、
残した現金です。どの段階の調
達手段で運用資金をまかなって
いるかグラフで把握します。

資金調達のレベルにより格付けします。

資金別貸借対照表を要約し、
年度ごとの資金項目の増減額
を表示します。増減額により資
金体質がどのように変化してい
るのか把握します。

格付
AA
A
BB
B
C
D

資金運用が、創業時からの儲けだけでまわせる超優良企業
資金運用が、儲けと返済不要の資本金でまわせる優良企業
資金運用が、返済不要のお金と支払サイトによる資金でまわせる準優良企業
資金運用に、長期借入金を使ってまわしている一般的な企業
資金運用に、短期借入金を必要とする資金的に厳しい企業
資金運用に、流動負債の超短期資金まで必要とする危機的企業

資金運用の条件

■経営が悪化しない資金体質であるかを必要としている資金で格付け

① 損益資金
会社が稼いだお金運用資金

固定資金の資金運用
＋

売上仕入資金の資金運用
＋

流動資金の資金運用

② 資本金等
①＋返済不要のお金

③ 売上仕入資金
②＋利息がかからない長期資金
④ 長期資金
③＋長期借入金等の長期資金

⑤ 短期資金
④＋短期借入金等の短期資金
⑥ 超短期資金
⑤＋その他流動負債等の超短期資金

どの資金まで必要としてい
るかにより格付けをします。

資金の状態を把握するため資金別貸借対照表の資金の増加・減少をグラフで表示します。どの資金項目で資金
が増減しているか面積と金額で把握することができます。また、資金の安定度を、調達レベルで格付けすることに
より、安定した資金体質に近づけることができます。投資した資本金をキャッシュで回収した後に、稼いだお金だ
けで投資できることが企業として理想ですが、実際にどのレベルの資金を運用しているか知ることが重要です。

資金別貸借対照表の資金構造を図表で表示！
資金調達レベルによる資金格付けで経営が悪化しない資金体質に改善をアドバイス。

資金別貸借対照表グラフ・資金格付表
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顧問先へのアドバイスポイント
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産業分類のうち
比較する区分
（中分類産業、従
業員規模、売上
高規模、資本金
規模、設立年）を
データより取得し
表示します。

産業分類別に、中
分類・従業者規模・
売上規模・資本金
規模・設立年の区
分の平均値が表示
され自社と比較で
きます。

「中小企業実態
基本調査」のデ
ータにより、38項
目の財務分析値
を算出し、自社と
比較します。

No

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

分析項目

総合収益性分析

売上高利益率分析

回転率・回転期間分析

財務レバレッジ分析

資本の安定性分析

短期支払能力分析

生産性分析

損益分岐点分析

分析内容

生産性

損益の安全性

安全性

収益性

調達と運用の適合性分析

収益性

安全性 生産性

分析項目別に計算
要素を確認できる
ように、計算式が記
載されています。

中小企業実態基本調査による同業種比較分析

中小企業庁による「中小企業実態基本調査」※1　のデータを基に38項目の財務分析を行い自社の財務分析
と比較します。中分類産業、従業者規模、売上高規模、資本金規模、設立年というように業種特有の傾向や
規模の違いを条件に入れてそれぞれ比較することが可能です。
※1  令和２年中小企業実態基本調査確報

標準比較に中小企業庁の「中小企業実態基本調査」のデータを採用！
比較産業を、中分類産業、従業員規模、売上高規模、資本金規模、設立年で比較できます。

会社経営においては収益性・安全性・生産性が
カメラの三脚のようにバランスのとれた状態で成長
することが大切です。収益性では利益率と回転率
により投資効率を調べ、安全性においては貸借対照
表のバランスが安定した状態であるか財政状況を
調べ、また、生産性では適正人員により付加価値
が生み出されているかを調べます。損益分岐点分析
は、損益における安全性を見ます。
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損益計算書

貸借対照表

社員全員の企業活
動を通して創り出され
た業績の結果である。

中小企業の場合、ほ
とんどの勘定科目は、
経営者が決めている。

令和○

顧問先へのアドバイスポイント
損益計算書は、社員全員の企業活動を通して創り出された業績
であり、損益計算書構成図は業種別に同じような傾向になること
が多い。しかし、業種が同じでも貸借対照表構成図は様々です。
中小企業では貸借対照表の勘定科目のほとんどを経営者が決め
ていると言われます。固定資産を購入、投資、借入金、受取及び支
払サイトなど、経営者が決定した結果が貸借対照表に載っていま
す。このため、経営者の性格が色濃く表れます。同業種と比較する
ことで、どこに注意すれば良いか客観的に分析します。
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同業種の平均額
と比率を表示。

同業種の損益計
算書構成図

同業種の貸借対
照表構成図

自社の損益計
算書構成図

自社の貸借対
照表構成図

財務諸表構成図を使い同業種と比較することで、構造的な自社の強み・弱みが見えてきます。構成図なので
会社の規模を問わず同じ基準で財務諸表を比較できます。貸借対照表構成図により、会社の財政状態および
安全性を把握し、また、損益計算書構成図により利益構造を把握します。同業種との違いを視覚的に把握する
ことで自社の経営課題を見つけることができます。

「中小企業実態基本調査」における同業種の財務諸表と
自社の財務諸表を構成図で比較します。

同業種比較財務諸表構成図
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中小企業実態基本調査による財務分析体系図

収益性・安全性・生産性の分析項目を、要素別に体系図として表示します。比率分析の計算式は、掛け算と
割り算が使われるので、どの要素がどの比率に影響しているか見ることができます。例えば、収益性が悪い場合、
収益性＝利益率×回転率となるので、どちらが同業種に比べて劣っているのかを見ることで原因を特定
できます。また、どこに手を打てば評価が上がるか理解することにより経営手法を学ぶことができます。

比率分析を体系的に捉えます！どこに手を打てば比率が良くなるのか、
具体的な策を取ることが可能になります。
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収益性分析、安全性
分析、生産性分析、
損益分岐点分析そ
れぞれの項目を体
系図として表示し、
分析結果を同業種
平均と比較します。
どこが同業種と比
較して弱みであり、
どこが強みであるか
知ることができます。

財務分析項目が
どのような関連に
なっているか体系
図で表します。

計算式により比率
分析項目に影響
する他の分析項
目がわかります。

顧問先へのアドバイスポイント
比率分析は2つ以上の要素を掛け算及び割り算により算出します。このため、要素の変化は比率に大きな影響を与えます。例えば、収益性は、利
益率×回転率の結果になるため、どちらに重点を置くかで経営スタイルが変わってきます。物品販売を例にあげると、販売数量が見込めない商
品では価格を上げて利益率を高くすることで収益性が改善されることがあります。また、価格を下げて販売することで利益率は低くなるが回転
率が良くなり収益性が改善される場合もあります。

このように、各分析項目は他の分析項目に影響している場合が多く、全体をツリー構造で体系的にとらえることが指標を理解するポイントに
なります。分析項目の優劣を個別に判断するのではなく、体系的に見ることで、どこに手を打てば経営が改善されるか理解することができます。

同業種平均と比較
し優劣を表示します。

次
年
度
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

収益性 経常利益
総資本 利益率 経常利益

売上高 回転率 売上高
総資本
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中小企業実態基本調査による生産性比較分析

「中小企業実態基本調査」から生産性に関する主要な項目を実数でピックアップし、1人当たりに換算して比
較します。同業種の実際の生産性の金額や給与の額及び労働分配率と比較することにより適正な人員で経
営できているか、また、資本投資及び設備投資は効率よく稼働しているのかを分析することで「人」「物」「金」
の要素から生産性を比較分析します。

生産性が十分であるか調べるために、
同業種の生産性に関する数値と比較分析します。
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実数を1人当たりま
たは、1ヶ月当たりに
単位を小さくするこ
とで企業規模に関
係なく比較すること
ができます。適正人
員と適正な生産性
及び労働分配率が
企業経営の重要な
ポイントになります。

1人当たり
売上高 1人当たり

粗利益
（付加価値）

1人当たり
固定費

1人当たり変動費（売上原価）

1人当たり
経常利益

1人当たり人件費

生産性の実数分析は、1人当たりの付加価値、1人当たりの人件費、
1人当たりの経常利益の3つと、そのバランスが最も重要である。

安全余裕率

粗利益 100％

付加価値比率

労働分配率

生産性に関連する比
率分析を同業種の
平均値と比較します。
左の実数分析と併
せて見ることで、金額
と比率の問題点を把
握します。

同業種の生産性に
関する実数と自社
の実数を1人当たり
に換算して比較しま
す。付加価値は十
分に生み出されて
いるのか、給与の額、
設備投資及び資本
投資の額を同業種
と比較します。

顧問先へのアドバイスポイント
「中小企業実態基本調査」の実数を使用して生産性の分析を行います。必要な実
数（売上高・付加価値額・経常利益・人件費・有形固定資産・人員）の業種総計を
人員総計で割り、1人当たりに換算します。これにより自社の実数値と同業種の実数
との比較が可能となります。1人当たりの付加価値額と人件費、及び労働分配率を
算出することで、適正人員であるか、もしくは付加価値額が低いのかなどを同業種
と比較することで分析します。また、生産性は人的要素以外にも・設備投資効率・資
本投資効率など、「人」「物」「金」による要素が大きく影響します。
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収益性・安全性・
生産性をレーダー
チャートにより比較
産業分類の規模
別・階級別平均と
比較します。

読込んだデータを基に、売上高、資本金、従業員等を
判断して中小企業実態基本調査から該当する比較
産業分類の規模別・階級別平均を取得します。

収益性と安全性、収益性と生産性をそれぞれ
マトリックス分析によりタイプ別に評価します。
また、タイプ別のコメントを表示します。

収益性・安全性・生産性の個
別点数と平均点数を表示し
総合評価します。

収益性・安全性・生産性の分析評価

標準比較として、中小企業庁が実施している「中小企業実態基本調査」のデータ（産業別従業者規模別・中分類
別・資本金階級別・売上高階級別・設立年別の平均値）から収益性・安全性・生産性の指標を算出して自社と比
較します。また、目標値をベンチマークとして設定し、得点で評価することにより理想的な経営を目指していきます。

「中小企業実態基本調査」による産業分類平均値と比較しながら、
目標となるベンチマークを設定し、経営改善をはかります。
標準比較と目標比較の両方で自社の経営状態を正しく把握します。

顧問先へのアドバイスポイント

収益性の高さをマトリックスにより分析します。縦軸に利益率（売上高経常利益率）、横軸に回転率（総資
本回転率）、両方がクロスしたバブルマーカーのサイズが収益性の高さ（総資本経常利益率）となります。
産業分類の規模別・階級別平均と比較してバブルのサイズが小さい場合は、利益率と回転率の位置を
比べて、どちらが低いか分析します。投下資本が少ない中小零細企業では、総資本経常利益率は10％
～20％を目標にすると良いでしょう。

高
　
　
　 

利
益
率
　
　
　 

低

バブルのサイズは収益性の高さ

低　　　 回 転 率 　　　 高

産業分類の平均

●収益性の
　マトリックス分析 利益率

（売上高経常利益率）

縦軸
回 転 率

（総資本回転率）

横軸
収益性の高さ

（総資本経常利益率）

バブルのサイズ

× ＝次
年
度
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縦軸に利益率、横軸に回転率、バブルのサイズは収益
性の高さを表し、マトリックスで比較産業分類の規模別・
階級別平均と比較することができます。

安全性の比率分析を図面の高さで表示
し、比較産業分類の規模別・階級別平均
と比較することができます。

比較産業分類の規模別・階級別平均が
指標毎にグラフで表示され、比較するこ
とができます。

目標値をベンチマークとして5段階で設定
し、得点で評価します。（ベンチマークは、
事業所毎に変更する事が可能です。）

顧問先へのアドバイスポイント

生産性の高さをマトリックスにより分析します。縦軸に労働分配率（労働生産性の逆数）、横軸に１人当たりの
人件費、両方がクロスしたバブルマーカーのサイズが生産性の高さ（１人当たりの付加価値）となります。産業
分類の規模別・階級別平均と比較してバブルのサイズが小さい場合は、生産性が低いことを意味します。中小
企業において理想的な経営は、１人当たりの人件費は高く、労働分配率が低い状態です。生産性を高めることで
理想的な経営に近づけることができます。

●労働生産性の
　マトリックス分析 付加価値／人件費

（労働分配率の逆数）

縦軸
1人当たりの人件費
（1人当たりの人件費）

横軸
生産性の高さ

（1人当たりの付加価値）

バブルのサイズ

× ＝
低
　
　
　
労
働
分
配
率
　
　
　
高

産業分類の平均

バブルのサイズは生産性の高さ

低 　　１人当たりの人件費　　高

縦軸に労働分配率、横軸に1人当たりの人件費、バ
ブルのサイズは生産性の高さを表し、マトリックスで
比較産業分類の規模別・階級別平均と比較すること
ができます。 次

年
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顧問先へのアドバイスポイント
経営状況を、損益計算書、キャッシュフロー計算書、貸借対
照表及び資金分析に沿って自動でコメントを作成します。
財務諸表の状況を文章として自動生成するので、実際の評
価や改善内容を編集機能で追加するだけで業績コメントを
短時間で作成できます。

業績コメント

読込んだ財務諸表の主要な数値を自動で業績コメントに変換します。作成された文章を編集することで、
決算概況を短時間で文章として残せます。会計事務所が業績コメントを作成することで、決算書を経営資
料として残すことができるため、経営者が後で読み返すことで財務諸表のポイントを再度確認することがで
きます。業績コメントを添付することで、決算分析報告書の付加価値を大幅にアップします。

財務諸表の内容から業績コメントを自動作成します。
作成された文章を編集することでコメントを作成する時間を大幅に短縮できます。

読込んだ財務諸表の主要な数値を業績コメントに変換します。自動作成された文章を編集することにより短時間で業績コメントを作成できます。

資金別貸借対照表は、創業時か
ら留保してきた利益をどのように
運用し、現金として残してきたか
を示します。創業時から繰越して
きた利益剰余金等63,033千円と
当期純利益12,008千円を合計
した会社の損益資金は75,041
千円となります。この金額が実質
的に今まで企業活動を通して稼
ぎ出したお金です。固定資金から
見ますと、資金の調達である長期
資金(固定負債）と資本金及び資
本剰余金等を合わせて24,920
千円となります。

当期の売上高は289,437千円
で、前年に比べ△11,563千円減
少し、対前年比－（マイナス）3.8％と
なっています。売上総利益におい
ては、売上総利益率が27.0％で、
前年に比べ－（マイナス）1.4％低く、
売上総利益の額は△7,433千円
減少しています。販売費及び一般
管理費においては、人件費が前
年と変わらず、その他前年より増
加した主な科目は、広告宣伝費
が3,810千円、減価償却費が
217千円、保険料が184千円増
加しています。

損益計算書の税引前当期純利
益は17,311千円でしたが、キャ
ッシュの増加は27,046千円とな
っています。
主な要因として営業キャッシュフ
ローにおいてのキャッシュの増
加は、仕入債務の増減額により
＋31,819千円、減価償却費によ
り＋3,927千円、棚卸資産の増減
額により＋200千円キャッシュの
減少は、法人税等の支払額に
より△7,603千円、売上債権の増
減額により△5,793千円、その他
負債の増減額により△926千円
となっています。

貸借対照表の残高について期首
からの動きを見ると、流動資産
において主な増加額は売掛金
8,393千円、主な減少額は受取
手形△2,600千円、商品△120千
円となっています。次に固定資産
等において主な増加額は建物
11,482千円、主な減少額は機械
装置△720千円、工具器具備品
△266千円となっています。固定
資産の減少のうち、減価償却費に
よる減少は、△3,927千円となって
います。

定型文で作成されたコメントは自由に編集できます。
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増減比率

数量

価格変動率

価格

顧問先へのアドバイスポイント
価格戦略は企業において最も重要な戦略となります。利益に一番敏感な要素は常に
価格であり「値決めは経営なり」という言葉があるように、価格設定が最も重要な
決断と言えます。日本の多くの企業は価格競争の目的がシェア争いとなっていて、
利益を重視しない傾向があるように思えます。中小企業が過度な価格競争に巻き
込まれないためには、粗利益を重視した価格設定が重要となります。粗利益率が明確
であれば、価格変動が粗利益にどれだけ影響し、販売数量に換算するとどれだけに
なるか、また粗利益を確保するためにはどれだけの数量を販売する必要があるのか
計算することで、正しい価格戦略を展開していくことができます。

価格戦略による粗利益シミュレーション

価格競争になった場合に、値下げによる利益マイナスが数に換算するとどれだけ販売数量が減少したことになるのか、また、粗利益
を維持するにはどれだけの数量を販売しないといけないのか明確になり、値下げが得策かどうか的確に判断することができるように
なります。値上げの場合であれば、値上げの影響で、どの位客離れが起こっても利益が確保できるか明確に計算できます。「価格戦
略による粗利益シミュレーション早見表」を活用することで、どこまで価格を変更して良いか判断することができます。

販売価格と販売数量をシミュレーションすることで、粗利益がどれだけ変動するか計算します。
販売価格が下がった場合に、どれだけ販売数量を増やさないといけないか明確にすることができます。

販売価格の変動
を販売数量へ換
算、もしくは販売
数量の変動を販
売価格に換算し
て影響の大きさを
調べます。また、粗
利益を維持する
にはどれだけの
販売数量が必要
か計算します。

戦略的に価格を
変更した場合に、
予測した販売数
量増減率でどれ
だけ粗利益が増
減するかシミュレ
ーションします。

変動率及び計算結果の欄は記入用に
空白にしてありますが、システムで入力し
計算することも可能です。

÷ =価格変動率 粗利益率 数量変動率

= 必要販売数

販売価格と販売数量の公式
■価格変動率を数量変動率へ変換

× =数量変動率 粗利益率 価格変動率

■数量変動率を価格変動率へ変換

÷ +粗利益率 粗利益率 価格変動率

■価格変動率と粗利益を維持するための販売数量

価格変更前の粗利益率　55.8％
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販売価格の変動と粗利益
を維持する販売数量をグラ
フで表示します。粗利益率
が低い企業ほど販売価格
の変動が、必要な販売数量
に大きく影響します。

粗利益率が55.8％の場合、
販売価格が10％下がると
数量が20％増加しても粗利
益は減少することがわかり
ます。

価格戦略による粗利益シミュレーション早見表
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顧問先へのアドバイスポイント
経営改善を図る際に、どの部分から手をつけると効果的か明確になっていない場合は、
「とりあえず経費削減から」ということになりがちです。理由は経費削減が一番やさしい順
にあたるからです。利益感度分析をすることで、利益に敏感な要素を分析し、どの部分に
手をつけていくことが経営改善の近道になるか理解することが重要です。利益に敏感な
順は常に価格が1番になりますが、他の要素は企業によって様々です。販売数量を増や
すのが効果的なのか、売上原価を下げるのが効果的なのか、それとも経費削減が効果
的なのか順位を決めて効率的に利益改善を行います。

中小企業の経営者は利益を増やすために経費削減が1番大切と考える傾向にあります。しかし実際はその会社の経営状況により異なります。販売
価格を上げる戦略、販売数量を増やす戦略、原価を下げる戦略、経費を削減する戦略のうち、どの戦略から手をつければ効果的か、そして取り組み
易いかを検討します。利益シミュレーションでは、販売価格、販売数量、原価、経費をそれぞれどのくらい改善すると利益がどれだけ増えるか計算します。

利益感度分析により、利益を増やすためにはどの部分から手をつければ
一番効果的か把握します。価格、数量、原価、経費のどの要素が利益に
敏感であるかを知り、効率的に経営改善をすることが可能になります。

利益感度分析による利益シミュレーション基
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変動率及び計算
結果の欄は記入
用に空白にしてあ
りますが、システム
で入力し計算する
ことも可能です。

利益感度図表で
は、利益に敏感
な順番が1～4で
表示され、どの部
分から手をつけ
れば効果的か把
握することができ
ます。

価格、原価、数量、
経費をそれぞれど
れだけ改善すれ
ば利益がどれだ
け増えるかシミュ
レーションします。

【利益感度分析】

価格
（売上高） 数量

（粗利益）

経費
（固定費）

利益

どの部分から手をつけると効果的なのか

原価（変動費）

価格、数量、原価、
経費の要素変動
率で利益がどのく
らい、変動するかグ
ラフで表示します。
グラフの傾斜が大
きい要素ほど利益
に敏感であること
を表します。

利益感度比率では、黒字企
業の場合、あと何％変動す
ると利益がなくなるか計算し
ます。また、赤字企業の場合
は、あと何％変動すると赤
字がなくなるか計算します。
感度比率が小さいほど、利
益に敏感であることを意味
します。やさしい順は通常、
経費→原価→数量→価格
の順になります。

次
年
度
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

28



顧問先へのアドバイスポイント
シミュレーション表は当期実績が表示されており、次年度の利益シミュレーショ
ンと資金の増減及び次年度残高が空欄になっています。この表を使用して顧問
先と次年度の利益計画と資金の状態をシミュレーションします。ストラック図を使
い目標利益及び目標売上高をシミュレーションし、目標利益で資金が回せるの
か、期末の財政状況と現金預金を概算計算します。資金別貸借対照表に、借入
金の元金返済額やその他大きく増減する勘定科目の増減額を予測して記入する
ことで来期末の資金に余裕がどれだけあるかシミュレーションします。現金預金
が不足する場合は、どこに手を打てばキャッシュが増加するかを検討します。

次年度の利益・資金シミュレーション記入表

本年度の変動損益計算図（ストラック図）から、次年度の利益シミュレーションを行います。次に、資金別貸借対照表を使用して、どこの資金項目を
増減させることで、期末のキャッシュが増加するかをシミュレーションします。利益を出しながら、借入金を返済してキャッシュを増やすには、どこに
手を打てば利益とキャッシュを増加できるかの可能性を追求します。

次年度の経営を利益と資金の両面からシミュレーションします。
ストラック図で利益計画を立て、資金別貸借対照表で資金の状態を予測することで
1枚の表の中で利益と資金のシミュレーションが可能です。
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次年度の利益計
画より算出した損
益資金で期末現
金預金が減少しな
いかチェックします。

次年度の勘定科目の推定増
減額を記入し、期末残高を予
測します。資金を増やすため
に調達側を増やすのか、運用
側を減らすのか、可能な方法
をシミュレーションします。

ストラック図により次年度の
利益シミュレーションを行
います。左側は、決算の実績
が記入されており、右側は
ブランクの図表となっている
ので、自由に記入して計画
を立てます。      

ストラック図
利益シミュレーションで、売上高・変動費・固定費・経常利益を決めます。

資 金 別 貸 借 対 照 表
借入金返済など、次期の勘定科目増減を記入していきます。

次 期 末 の 現 金 預 金
期末現金預金の残が算出されるので、十分に余裕があるか検討します。

鬼に金棒だね
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30

■帳票一覧

決算参謀で読み込み可能な『弥生会計』データの業種区分は「法人／一般」です。「個人／一般」、「個人／農業」、
「個人／不動産」の弥生会計データを読み込むことはできません。

注 意

同業種比較
令和2年

中小企業実態基本調査

シミュレーション

業績コメント

レーダーチャート

損益分岐点分析

収益性分析

安全性分析

生産性分析

　　　　表紙

　　　財務諸表

　　 分析グラフ

報告書表紙

基本財務諸表

分析財務諸表

報告書表紙
比較損益計算書
比較製造原価報告書
比較キャッシュフロー計算書
比較貸借対照表（要約）
比較貸借対照表（資産の部）
比較貸借対照表（負債・純資産の部）
部門比較損益計算書
要約財務諸表関連図
比較変動損益計算書
資金別貸借対照表
資金別貸借対照表（年度比較）
資金別貸借対照表（年度増減）
部門比較変動損益計算書
損益計算書構成図
財務諸表比較図（投資効率・回転率）
貸借対照表構成図
生産性分析グラフ
1人当たりの生産性付加価値分析
損益分岐点分析
変動損益計算図表
収益性・生産性・安全性レーダーチャート
キャッシュフロー分析グラフ
運転資金回転期間分析グラフ
資金別貸借対照表グラフ・資金格付表
中小企業実態基本調査による同業種比較分析
中小企業実態基本調査による同業種比較財務諸表構成図
中小企業実態基本調査による財務分析体系図
中小企業実態基本調査による生産性比較分析
収益性・安全性・生産性の総合評価
収益性の比較分析
安全性の比較分析
労働生産性の比較分析
主要項目業績コメント
価格戦略による粗利益シミュレーション
価格戦略による粗利益シミュレーション早見表
利益感度分析による利益シミュレーション
次年度の利益・資金シミュレーション記入表

資金会計分析

比率・実数分析
　
　
　

分析評価
　
　

コメント

次年度
シミュレーション

帳票名区分分類



『会計参謀 for 弥生会計』は、『弥生会計 プロフェッショナルシリーズ』、
『弥生会計 AE』、 『弥生会計 ネットワーク』のバージョンアップに随時
対応していきます。年間サポート契約にお申し込みいただくと、随時最
新版のプログラムのご提供と、最新アップデートプログラムのダウン
ロードがご利用いただけます。

年間サポート契約サービス

追加ライセンス制度について
複数台のPCでご利用になる場合、追加ライセンス(別途有料)の
お申し込みが必要になります

●サポート契約について
①無償サポート期間は、購入後３ヶ月間です。
②有償サポート1年間  
会計参謀 for 弥生会計  44,000円（税込）    
会計参謀 for 弥生会計 古田圡会計版  55,000円（税込）
決算参謀 for 弥生会計 44,000円（税込）

●契約内容
①バージョンアップ時の最新版プログラム無償提供
②アップデート最新版の無償ダウンロード
③技術的なお問い合わせのサポート（フリーコール）
④インターネットユーザーサポートサイトのご利用
⑤ライセンス制度のご利用
⑥プログラムCD-ROM破損時の無償提供
⑦マニュアル紛失時の無償提供　

無料体験版のダウンロードはこちらから
https://www.p-vision.net

●日本語OS ： Microsoft Windows 10 / 8.1
　 ※ Windows RT 8.1 は除く
　 ※ Webブラウザーは、各OSでサポートされている最新のバージョンをご利用ください。
●対応機種 ： 上記日本語OSが稼動するパーソナルコンピューター
　 （インテル Core 2 Duo以上または同等の性能を持つプロセッサ）
●必須ソフト ： Microsoft Excel 2019 / 2016 / 2013 /  『弥生会計2２』　が必要です。
●メモリ ： 4GB 以上推奨
●ディスプレイ ： 解像度 1024×768 以上必須
●ハードディスク ： 必要空き容量 90MB 以上（データ領域は別途必要）
●マウス／キーボード：上記日本語OSで使用可能なマウス／キーボード
●プリンター ： 上記日本語OSに対応したプリンター

動作環境

■古田圡会計版帳票は法人および個人／一般のみの対応となります。
■『弥生会計22』がインストールされていない場合は動作いたしません。
■取込可能な弥生会計データは弥生会計22～15の事業所データです。
■弥生会計オンライン事業所データは対応しておりません。
■Excel 2010 以前のバージョンは対応しておりません。
■Excel Online は対応しておりません。
■ネットワークで運用する場合は、有線LANでの運用を推奨します。
■製品をCD-ROMからインストールする場合はCD-ROMドライブが必要です。

※ 詳細についてはホームページをご覧ください。



会計参謀 for 弥生会計（古田圡会計版） 販売価格 385,000円（税込）

会計参謀 for 弥生会計（標準版）
会計参謀 for 弥生会計（古田圡会計版）

製品のご購入方法

1 インターネットで

Copyright ©2021 Pro.Vision Co.,Ltd.  ※会計参謀及び決算参謀並びに参謀役は、プロ･ビジョン株式会社の登録商標です。  ※弥生会計は、弥生株式会社の登録商標です。
※Microsoft®、Windows®は、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標です。※その他、記載されている会社名、製品名は各社の商標または登録商標です。

※本カタログの記載内容は、予告なく変更する場合がございますのでご了承ください。最新の情報は弊社サイトをご覧ください。

2021_09

https://www.p-vision.net2FAXで

FAX注文書

お届け先

092-525-6867

217,800円
385,000円

217,800円

販売価格（税込）製 品 名

貴社名

お電話番号 ご担当者の
お名前 様

ご住所

メールアドレス

〒

ご注文数 計

合計 円

お支払い方法
お支払いは【代金引換】のみとなっております。送料・代引き手数料は全て無料（弊社負
担）です。商品のお届け時に配送業者に現金またはクレジットカードでお支払いください。
※詳細につきましては佐川急便「e-コレクト(代金引換サービス)」をご確認ください。

サイトライセンス制度
弊社では、複数台でご利用のお客様のために、サイトライセンス制度を設けております。
詳細は弊社サイトをご覧ください。

発送日　　ご注文日より翌々営業日以内に発送いたします。

ご注文の取消・返品について
お客様都合による返品依頼については、原則として購入商品の返品・交換はできかね
ます。商品の欠損・破損に関しましては、無償で交換致します。

製品のアップグレード制度
既に会計参謀標準版をご利用しているお客様が古田圡会計版をご使用になりたい場
合、お得な価格で古田圡会計版をお求め頂ける『アップグレード制度』を設けておりま
す。詳細は弊社サイトをご覧ください。

決算参謀 for 弥生会計　販売価格 217,800円（税込）

決算参謀 for 弥生会計

月次決算資料作成ソフトウェア for 弥生会計 年次決算分析資料作成ソフトウェア for 弥生会計

0120-937-389
受付時間：10：00～12：00／13：00～17：00（土・日・祝日および弊社休業日を除く）

導入前の
無料相談サービス実施中！

お問い合わせはフリーダイヤル  サポートセンター

参謀役シリーズの最新情報はホームページで

https://www.p-vision.net

まで

〒810-0013 福岡市中央区大宮1-5-30 3F

開発元

会計参謀 for 弥生会計（標準版） 販売価格 217,800円（税込）
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